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  ６−１−１制度が期待する利得構造を持ったプレイヤーによるゲーム 
  ６−１−２利己的な利得構造を持ったプレイヤーによるゲーム 
  ６−１−３農林水産省による転用許可事務実態調査 
  ６−１−４都道府県知事が正しい情報を持っていない場合のゲーム 




  ６−２−２農業委員会の機能 




































































































































































時点で総農家数 215.5 万戸のうち４割以上にあたる 939,954 戸が水稲栽培を行っている。 
第二に、農業産出額や生産農業所得といった農業経済の観点からも、水稲栽培が大きな割
合を占めているためである。農林水産省による 2014 年の「生産農業所得統計」によれば、水
稲は単一作物にもかかわらず、我が国の生産農業所得の 17％にあたる 1.4 兆円を占めている。






































人あたり 1279.4 ヘクタールと比較すると 600倍以上、比較
対象から日本を除いた際に最小の、ドイツの 29.8 ヘクタールと比較しても 30 倍近い１人あ
たり農用地面積の差がある。このことから日本の農業就業者１人あたり 2.0 ヘクタールとい
う農用地面積は、主要各国と比較して非常に小さいと言えるであろう。 






































































 農林水産省の「農地転用の推移」によれば、転用の件数の推移は 2013 年に 153,838 件、
2014 年に 150,483 件、2015 年に 153,609 件であった。面積の推移は 2013 年に 13,817 ヘクタ
ール、2014 年には 15,253 ヘクタール、2015 年には 16,547 ヘクタールでありこの面積は各年
の農地面積の 0.3〜0.37％に相当する。 
 転用が許可された面積の割合だけを見ると転用や転用期待が農地の流動化に与える影響は




















図 4 ４ha 以下の場合。農地法および農業委員会等に関する法律から筆者作成 
 














































































































































































































































































































































































































































































































































のための助言や勧告を行うとされている。先に述べた通り、この調査では 2011 年に 12.3％、






































































































































































図 8 筆者作成 
 図８は利己的な都道府県知事の視点で、転用許可事務実態調査による助言や勧告を受けず
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